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(57)【要約】
【課題】溶鋼に酸化物を微細に分散せしめるとともに、
その状態を受け継いだ鋼材を得るための鋼の製造方法を
提供する。
【解決手段】Zr,Hf,YおよびREMの1種以上から選ばれた
主たる脱酸元素を添加して溶鋼を脱酸して、主たる脱酸
元素の酸化物系介在物を分散させた鋼の製造方法におい
て、主たる脱酸元素の添加前に、製鋼温度域で、酸素と
の親和力がAl以下かつMnよりも強い予備脱酸元素を添加
して予備脱酸を行い、これにより生成し溶鋼中に懸濁す
る予備脱酸元素の酸化物系介在物を製鋼温度域で固相と
し、この酸化物系介在物の溶鋼中の濃度を、酸素濃度換
算で0.0005質量%以上0.01質量%以下とし、かつ予備脱酸
元素の酸化物と平衡するそれぞれの予備脱酸元素の溶鋼
中の濃度を、脱酸反応式で計算される酸素分圧が5×10-
13atm以上1×10-11atm以下になる濃度以下とし、その後
主たる脱酸元素を添加して脱酸を行う。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｚｒ、Ｈｆ、ＹおよびＲＥＭの１種または２種以上から選ばれた主たる脱酸元素を添加
して溶鋼を脱酸して、前記主たる脱酸元素の酸化物系介在物を分散させた鋼の製造方法に
おいて、
　前記主たる脱酸元素を添加する前に、製鋼温度域で、酸素との親和力がＡｌと同じかま
たはＡｌよりも弱くかつＭｎよりも強い予備脱酸元素を添加して予備脱酸を行い、
　前記予備脱酸元素の添加によって生成し溶鋼中に懸濁する前記予備脱酸元素の酸化物系
介在物を製鋼温度域で固相とし、
　前記予備脱酸元素の酸化物系介在物の溶鋼中の濃度を、酸素濃度に換算して０．０００
５質量％以上０．０１質量％以下とし、
　かつ前記予備脱酸元素の酸化物と平衡するそれぞれの予備脱酸元素の溶鋼中の濃度を、
脱酸反応式によって製鋼温度域で計算される酸素分圧が５×１０-13ａｔｍ以上１×１０-

11ａｔｍ以下になる濃度以下とし、
　その後に主たる脱酸元素を添加して脱酸を行うことを特徴とする鋼の製造方法。
【請求項２】
　前記主たる脱酸元素を添加して溶鋼を脱酸した後における、前記主たる脱酸元素の溶存
濃度の合計が０．０００１質量％以上０．００３質量％以下であることを特徴とする請求
項１に記載の鋼の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、溶鋼に酸化物を微細に分散せしめ、その状態を受け継いだ鋼材を得るための
鋼の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　鋼材中の介在物は、一般には鋼材の様々な欠陥や鋼材の性能低下の要因となるため、可
及的な少量化、すなわち清浄化が指向されてきた。一方、鋼材中の介在物は、ある大きさ
以下であれば、欠陥や性能低下の要因にならないことも知られており、そのために介在物
を所望の大きさまで微細化する技術も希求されてきた。
【０００３】
　さらに近年では、鋼材に介在物を微細に分散させると同時に、その介在物に何らかの機
能を付与することにより、鋼の合金成分制御や組織制御だけでは得られないような新たな
鋼材性能を発現させる技術も種々模索されるようになってきた。
【０００４】
　特に酸化物系介在物は、一旦その分散に至れば、母相である鉄相に対して化学的に安定
であることから、後に引き続く熱処理での組織制御工程等とは独立した因子となる。この
ため、酸化物系介在物に関し、新たな機能の付与の実現を目指す技術開発が進んでおり、
その技術分野は、一部では「オキサイドメタラジー」と呼称されるに至っている。
【０００５】
　一方、酸化物系介在物の微細分散については、その介在物の生成段階が、溶鋼の脱酸操
作すなわち一次脱酸と、溶鋼の凝固過程での脱酸現象すなわち二次脱酸の、いずれからも
影響を受けるため、製鋼工程なかんずく溶鋼段階から脱酸制御する必要がある。さらには
、鋼材中の欠陥や性能低下の要因となる介在物の生成を回避しながら、所望の介在物のみ
を残留、分散させるという技術的に困難な課題もある。これらの課題のため、本技術の広
い範囲の鋼材への実用・適用が阻まれてきた。
【０００６】
　従来から、脱酸生成物を分散させ、かつそれに起因する鋼材の様々な欠陥や性能低下の
発現を回避するため、脱酸生成物系介在物の組成制御や微細分散を図る技術が多数開示さ
れている。
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【０００７】
　例えば、特許文献１には、大型クラスター状脱酸生成物を生成することなく溶鋼を脱酸
し、脱酸生成物自体や脱酸生成物に起因する欠陥の少ない高清浄度鋼の製造方法が開示さ
れている。この方法では、塊状の脱酸生成物が凝集・合体してクラスターを形成するとの
考えに基づき、このクラスターの形成を抑制するために脱酸生成物の融点を下げ、脱酸生
成物を脱酸処理中の溶鋼段階で溶融させることが必要であるとしている。
【０００８】
　言い換えると、脱酸生成物の融点の上昇はクラスターの形成を助長するとしており、そ
の考えから、Ｓｉ系およびＭｎ系フェロアロイの添加調整において、ｍａｓｓ％で、Ｓｉ
を０．５０～１．００％、Ｍｎを１．０～２．０％を含む溶鋼とし、Ａｌを添加して０．
００５％以下とし、さらにＺｒおよびＲＥＭ（Ｌａ等の希土類元素）の添加によって、脱
酸生成物を均一に分散させる効果を得るためにＺｒを０．００１～０．００５％、および
ＲＥＭを０．０００５～０．００５％以下で含有させることが必要であるとしている。
【０００９】
　しかしながら、特許文献１に開示された技術は、大型クラスター状脱酸生成物を生成さ
せることなく溶鋼を脱酸し、酸化物を微細化して分散させるものであり、その大型クラス
ター状介在物と比較して、生成する酸化物の微細化を可能にする技術という位置づけに過
ぎない。
【００１０】
　一方、ＺｒやＲＥＭを添加して、これらの酸化物および／または酸硫化物を分散させて
鋼質の改善を図る技術も数多く開示されている。
【００１１】
　例えば、特許文献２には、重量％で、Ａｌ：０．０１％以下、さらにはＴｉ：０．００
２～０．０５％およびＺｒ：０．００２～０．０５％を含有する炭素鋼を製造するに際し
、溶鋼中にあらかじめＭｎとＳｉを添加して予備脱酸した後に、脱酸元素としてＴｉ次い
でＺｒを添加することを特徴とする、微細酸化物を分散させた鋼の製造方法が開示されて
いる。
【００１２】
　特許文献２で開示された技術において、脱酸の順序を規定する理由としては、ＭｎとＳ
ｉを添加して予備脱酸してＳｉＯ2とＭｎＯからなる脱酸生成物を生成せしめ、ＴｉとＺ
ｒをこの順に添加することにより、複合酸化物およびＭｎＳの微細化効果を得るものとし
ている。また、同文献には、ＴｉとＺｒを同時に添加した場合、およびＺｒ、Ｔｉの順で
添加した場合にはＺｒＯ2が優先的に生成するため、Ｔｉの添加の効果がＴｉ、Ｚｒの順
に添加した場合に比べて少ないとも説明されている。
【００１３】
　特許文献２には、さらには、Ａｌは強脱酸元素であるため、少量でもＳｉＯ2やＭｎＯ
を還元し、Ａｌ2Ｏ3を形成する旨、すなわち他の酸化物の個数を十分な量とすることを妨
げる旨が記載されている。このことから、特許文献２に記載の技術で享受できる酸化物の
微細化効果は、ＴｉとＺｒの複合脱酸による効果とまとめることができ、その効果の範囲
には限りがあると考えられる。
【００１４】
　特許文献３には、ｍａｓｓ％で、Ａｌ：０．００４％以下、Ｔｉ：０．００４％以下、
Ｓ：０．０００５～０．００３０％、ＲＥＭ：０．００３０～０．０２００％、およびＯ
：０．００７％以下を含み、平均粒径が１０μｍ以下のＲＥＭ硫化物粒子、ＲＥＭ酸化物
粒子およびＲＥＭ酸硫化物粒子のうちの１種または２種以上と、平均粒径が１μｍ以下の
Ｍｎ酸化物、Ｍｎ硫化物およびＭｎ酸硫化物のうちの１種または２種以上が複合した粒子
が分散した組織を有する超大入熱溶接熱影響部の靱性に優れた厚鋼板が開示されている。
【００１５】
　特許文献３に開示された技術は、溶鋼中の溶存酸素量を所定の範囲に調整した後にＲＥ
Ｍを添加することにより、固液界面にＲＥＭ酸硫化物が晶出してデンドライトの等軸晶化
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によるデンドライト二次アームの微細化を行い、分散粒子を従来に比べて安定して、格段
に均一かつ微細に分散させるものである。しかしながら、この技術は、凝固過程での晶出
介在物にのみ有効であり、溶鋼段階での介在物の微細分散まで実現する技術ではない。
【００１６】
　特許文献４には、ｍａｓｓ％で、Ａｌ：０．０１％以下を満足し、ＲＥＭ：０．００１
～０．１％および／またはＣａ：０．０００３～０．０２％と、Ｚｒ：０．００１～０．
０５％をそれぞれ含有し、かつ酸化物としてＲＥＭの酸化物および／またはＣａＯとＺｒ
Ｏ2を含有することを特徴とする溶接熱影響部の靱性に優れた鋼材が開示されている。ま
た、その鋼材の製造方法として、溶存酸素量を０．００２０～０．０１０％の範囲に調整
した溶鋼に、ＲＥＭおよびＣａよりなる群から選ばれる少なくとも１種の元素と、Ｚｒお
よび／またはＴｉを添加する技術も開示されている。
【００１７】
　特許文献４に開示された技術は、合金元素としてＲＥＭおよび／またはＣａとＺｒをそ
れぞれ含有させることに特徴があり、さらにはこれらの元素の添加前に溶存酸素量を調整
することにより、ＲＥＭの酸化物および／またはＣａＯと、ＺｒＯ2を含有する酸化物を
分散させるものである。しかし、この技術は、脱酸前にその溶鋼の溶存酸素量を調整して
から脱酸元素を添加しているに過ぎず、酸化物系介在物の組成変化には有効であっても分
散状態を著しく変えるものではない。
【００１８】
　特許文献５には、ｍａｓｓ％で、Ａｌ：０．０１％以下、Ｔｉ：０．０８％以下、Ｓ：
０．０１５％以下を満足し、ＲＥＭ：０．０００１～０．１％および／またはＣａ：０．
０００３～０．０２％と、Ｚｒ：０．００１～０．０５％をそれぞれ含有し、ＲＥＭおよ
び／またはＣａとＺｒとを単独酸化物もしくは複合酸化物として含有する溶接熱影響部（
HAZ）の靱性および疲労亀裂進展抵抗性に優れた鋼材が開示されている。さらにその鋼材
の製造法として、溶存酸素量を０．００２０～０．０１０％の範囲に調整した溶鋼へＲＥ
ＭおよびＣａよりなる群から選ばれる少なくとも１種以上の元素と、Ｚｒを添加するに先
だってＴｉを添加する技術も開示されている。
【００１９】
　しかし特許文献５に開示されている技術は、酸化物組成についてはＨＡＺ靱性の向上に
適した組成として開示しているに過ぎない。また同文献では、溶存酸素量の範囲について
は必要な酸化物の分散量を得るためとしているに過ぎず、添加する手順は特に限定されず
、Ｔｉを含む場合の添加順序についてはＴｉを先だって添加する場合の利点を界面エネル
ギーによる微細分散の視点で説明しているのみである。
【００２０】
　特許文献６には、ｍａｓｓ％で、Ａｌ：０．０５％以下、Ｔｉ：０．００５～０．１０
０％、Ｓ：０．００１～０．０２５％、ＲＥＭ：０．０００１～０．０５０％、Ｚｒ：０
．０００１～０．０５００％、Ｏ：０．０００５～０．０１００％等を含有し、円相当径
で２μｍ未満の酸化物が５００個／ｍｍ2以上、円相当径で２μｍ以上の酸硫化物が４０
～１０００個／ｃｍ2含有され、さらに酸硫化物の組成を酸化物換算した値が規定の濃度
になることを特徴とする大入熱溶接時の熱影響部の靱性に優れた溶接用高張力厚鋼板が開
示されている。
【００２１】
　特許文献６に開示された技術は、大入熱溶接時のγ粒径粗大化の抑制による靱性改善機
構に基づいて、それに適した介在物量と組成を粒径別に規定したものであり、別の面から
は円相当径２μｍ以上の介在物についてはその対象を酸硫化物に定めた点が特徴といえる
。
【００２２】
　しかし、その技術を見る限りにおいては、脱酸方法はＴｉ添加前に溶存酸素量とＳ量を
調整して、Ｔｉ添加後にＲＥＭ、Ｚｒを添加し、場合によってはその後にＣａを添加して
、所望する鋼を溶製し、鋳造するものである。このような溶存酸素の制御、および添加手
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順は、前述の従来の技術と同様に、溶存酸素を除去する脱酸過程での脱酸生成物の制御を
念頭においたものであり、その制御範囲も従来から変わるものではない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００２３】
【特許文献１】特開２０００－２７３５２４号公報
【特許文献２】特許２８６６１４７号公報
【特許文献３】特許４０３９２２３号公報
【特許文献４】特開２００７－１００２１３号公報
【特許文献５】特開２００８－８８４８５号公報
【特許文献６】特開２００９－１３８２５５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２４】
　これらの従来技術は、いずれも、脱酸元素添加によって溶存酸素を除去し、その過程で
脱酸生成物を生成せしめるという脱酸制御を基本としている。
【００２５】
　本発明は、このような溶存酸素の除去を主眼とした脱酸制御から発想を転換し、より現
実的な脱酸制御、およびそれに根ざした酸化物系介在物の微細分散法を適用し、脱酸元素
の安定酸化物を鋼中に微細分散させた鋼の製造方法を提供することを課題とする。
【００２６】
　具体的には、精錬工程の予備脱酸の段階での脱酸状態を溶存酸素のみならず脱酸生成物
の状態にまで着目し、それを考慮した条件で予備脱酸を行った後に、Ｚｒ、Ｈｆ、Ｙおよ
びＲＥＭの少なくとも1種を脱酸元素として脱酸すれば、その予備脱酸における酸化物が
脱酸生成物系介在物として微細分散することを創意し、実現したものである。
【００２７】
　言い換えると、本発明は、Ｚｒ、Ｈｆ、ＹおよびＲＥＭの少なくとも1種を主たる脱酸
元素とする脱酸において、その前に予備脱酸を行うことによって主たる脱酸の前段階で不
可避的に残留する酸化物系介在物を積極的に残留せしめ、この酸化物と主たる脱酸元素を
反応させることで、主たる脱酸元素の酸化物系介在物を微細に分散せしめるものである。
【００２８】
　このような手法を用いることによって、これらの酸化物系介在物に新たな鋼質を発現せ
しめる機能を付与できれば、新たな鋼質を得ることが可能となる。さらには、予備脱酸で
生成した介在物を基点に効果的に微細化させることによって、粗大介在物の残留による鋼
質上の諸問題を解決することにも繋がる。
【課題を解決するための手段】
【００２９】
　上述のように、本発明が解決しようとする課題は、溶鋼段階での酸化物系介在物の微細
分散化の実現であり、従来とは異なる機構および手段により解決するものである。
【００３０】
　その機構とは、比重の小さい酸化物系介在物を溶鋼に分散させた後に適切な条件を設定
することによって、比重の小さい相に大きい相が接した酸化物系介在物を生成させ、各相
の比重差によって生じる応力によって比重の小さい相と大きい相との相界面を基点として
割れを発生させて、介在物の崩壊を自発的に生じさせることによって介在物を微細化する
ものである。
【００３１】
　すなわち、先に主たる脱酸元素と異なる予備脱酸元素を用いて予備脱酸を行うことによ
り、比重の小さい予備脱酸元素の酸化物系介在物を溶鋼に分散させ、次に主たる脱酸とし
て、既に分散している比重の小さい酸化物相の周囲に比重の大きい主たる脱酸元素の酸化
物を生成させるような脱酸を行うことで、生成した主たる脱酸元素の酸化物相が、反応の
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進行とともに比重差で生じる応力で自発的に崩壊し、微細化するものである。
【００３２】
　本発明者らは、予備脱酸元素として、製鋼温度域において、酸素との親和力がＡｌと同
じかまたはＡｌよりも弱くかつＭｎよりも高い元素を用い、予備脱酸の後、主たる脱酸の
前の段階の溶鋼において、予備脱酸元素の酸化物系介在物の濃度を、酸素濃度に換算して
０．０００５質量％以上０．０１質量％以下とするとともに、予備脱酸元素の酸化物と平
衡する予備脱酸元素の濃度を、脱酸反応式によって製鋼温度域で計算される酸素分圧が５
×１０-13ａｔｍ以上１×１０-11ａｔｍ以下になる濃度以下とすることによって、この介
在物の微細化機構を効果的に進行させることが可能であることを知見した。
【００３３】
　本発明は、以上の知見に基づいてなされたものであり、その要旨は、下記の（１）およ
び（２）に記載の鋼の製造方法にある。
【００３４】
（１）Ｚｒ、Ｈｆ、ＹおよびＲＥＭの１種または２種以上から選ばれた主たる脱酸元素を
添加して溶鋼を脱酸して、前記主たる脱酸元素の酸化物系介在物を分散させた鋼の製造方
法において、前記主たる脱酸元素を添加する前に、製鋼温度域で、酸素との親和力がＡｌ
と同じかまたはＡｌよりも弱くかつＭｎよりも強い予備脱酸元素を添加して予備脱酸を行
い、前記予備脱酸元素の添加によって生成し溶鋼中に懸濁する前記予備脱酸元素の酸化物
系介在物を製鋼温度域で固相とし、前記予備脱酸元素の酸化物系介在物の溶鋼中の濃度を
、酸素濃度に換算して０．０００５質量％以上０．０１質量％以下とし、かつ前記予備脱
酸元素の酸化物と平衡するそれぞれの予備脱酸元素の溶鋼中の濃度を、脱酸反応式によっ
て製鋼温度域で計算される酸素分圧が５×１０-13ａｔｍ以上１×１０-11ａｔｍ以下にな
る濃度以下とし、その後に主たる脱酸元素を添加して脱酸を行うことを特徴とする鋼の製
造方法。
【００３５】
（２）前記主たる脱酸元素を添加して溶鋼を脱酸した後における、前記主たる脱酸元素の
溶存濃度の合計が０．０００１質量％以上０．００３質量％以下であることを特徴とする
前記（１）に記載の鋼の製造方法。
【発明の効果】
【００３６】
　本発明の鋼の製造方法によれば、粗大介在物の生成回避とそのために生じる様々な製造
上の諸問題や鋼質への悪影響を増大することなく、鋼中に微細介在物を分散させることが
できる。また、溶鋼の脱酸操作によって生成した酸化物系介在物を、微細化し、溶鋼中に
分散させた状態を受け継いだ鋼材を得ることができるため、鋼の合金成分の制御や組織制
御だけでは得られない新たな性能を鋼材に発現させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３７】
【図１】Ａｌ2Ｏ3固相が懸濁した溶鋼とＺｒを含む溶鋼との界面近傍におけるＺｒＯ2系
介在物の形成を示す走査型電子顕微鏡による二次電子線像である。
【図２】立体的な観察によってＺｒＯ2系介在物の微小割れを示す、走査型電子顕微鏡に
よる二次電子線像である。
【発明を実施するための形態】
【００３８】
１．介在物の微細化機構
１－１．主たる脱酸と予備脱酸
　以下、本発明による介在物の微細化機構の内容を、例を挙げて説明する。ここで予備脱
酸とは、溶鋼の主たる脱酸を行う前に、酸素と親和力の高い元素を添加する脱酸をいう。
本例では、主たる脱酸元素をＺｒ、予備脱酸元素をＡｌとし、主たる脱酸で生成する脱酸
生成物をＺｒ酸化物系介在物とする。
【００３９】
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　溶鋼の脱酸は、溶鋼という溶媒の中で、酸素と脱酸元素との反応を意味するため、厳密
には脱酸元素濃度も脱酸力の強弱に影響する。しかし、ここでは脱酸元素の種類について
概略の理解をするために、酸化物の反応性および安定性を表すエリンガム図に基づいて説
明する。
【００４０】
　本発明でいう、溶鋼の予備脱酸で用いる予備脱酸元素、すなわち酸素と親和力の強い元
素とは、ＡｌおよびＡｌよりも酸素との親和力が弱い元素であり、エリンガム図において
１８００Ｋから２０００Ｋの温度域で４／３Ａｌ＋Ｏ2＝２／３Ａｌ2Ｏ3の反応を表す線
よりも上で、２Ｍｎ＋Ｏ2＝２ＭｎＯの反応を表す線およびそれよりも下に位置する反応
を構成する元素を意味する。そして溶鋼中におけるこれらの元素と酸素との反応を予備脱
酸という。
【００４１】
　また、主たる脱酸元素とはＡｌよりも酸素との親和力が強い元素であり、エリンガム図
において上記温度域で４／３Ａｌ＋Ｏ2＝２／３Ａｌ2Ｏ3の反応を表す線よりも下に位置
する反応を構成する元素を意味する。そして溶鋼中におけるこれらの元素と酸素との反応
を主たる脱酸という。具体的にはＺｒ、Ｈｆ、ＹおよびＲＥＭが主たる脱酸元素に該当す
る。
【００４２】
１－２．予備脱酸
　予備脱酸の段階では、予備脱酸元素の酸化物で構成された脱酸生成物が溶鋼に懸濁して
いる状態であることが必要である。さらにはこの脱酸生成物はこの段階で固相によって構
成されていることが適当である。
【００４３】
　たとえばＡｌによる予備脱酸であれば、懸濁している脱酸生成物はＡｌ2Ｏ3（ｓ）であ
る。ここで、Ａｌ2Ｏ3（ｓ）が安定に存在し、かつＡｌが可及的少量であれば、後述の（
３）式で表される反応を容易に生じることができる。予備脱酸反応は、下記（１）式で表
される。（１）式で酸素活量を酸素に換えて表すと下記（１′）式になる。
　　２Ａｌ　＋　３Ｏ　＝　Ａｌ2Ｏ3（ｓ）　…（１）
　　２Ａｌ　＋　３／２Ｏ2（ｇ）　＝　Ａｌ2Ｏ3（ｓ）　…（１′）
【００４４】
　ここで、溶鋼中の酸素分圧の好適な範囲は、５×１０-13ａｔｍ以上１×１０-11ａｔｍ
以下である。酸素分圧が１×１０-11ａｔｍ以下であれば、Ａｌ2Ｏ3（ｓ）が安定に存在
し得る。しかし、これよりも大きいと予備脱酸およびＡｌ2Ｏ3の介在物としての懸濁が不
十分になるとともに、溶存酸素濃度も相応に増加して、主たる元素による脱酸反応が溶存
酸素濃度主体となってしまう。一方、酸素分圧が５×１０-13ａｔｍ未満の場合には、Ａ
ｌ2Ｏ3が介在物として懸濁し、かつ溶存Ａｌ濃度が高い状態となり、それに引き続く主た
る脱酸元素による脱酸でＡｌ2Ｏ3系介在物の分解反応が生じないことになる。
【００４５】
　酸素分圧での表記とした理由は、脱酸元素を他の元素に変更した場合でも、同様の考え
方で表すことができるからである。さらには脱酸元素が複数の元素からなる複合脱酸の状
態であっても、酸素分圧で介在物の状態の判断ができるからである。
【００４６】
　この酸素分圧は、溶鋼の脱酸に関わる熱力学諸定数を用いた計算で算出可能であり、酸
素濃淡電池を原理とするジルコニア固体電解質を用いた酸素センサーを用いて直接測定す
ることも可能である。
【００４７】
１－３．主たる脱酸
　予備脱酸後の溶鋼は、状態で脱酸生成物であるＡｌ2Ｏ3（ｓ）が懸濁しており、かつ不
可避的な溶存酸素が少量残存した状態である。
【００４８】
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　このような状態が形成された後に、主たる脱酸元素であるＺｒを溶鋼に添加して可及的
速やかに攪拌操作を行って脱酸を行った場合には、主に以下の（２）式および（３）式で
表される二つの反応が生じる。
　　Ｚｒ　＋　２Ｏ　＝　ＺｒＯ2（ｓ）　…（２）
　　Ｚｒ　＋　２／３Ａｌ2Ｏ3（ｓ）　＝　４／３Ａｌ　＋　ＺｒＯ2（ｓ）　…（３）
【００４９】
　（２）式は、よく知られた溶鋼の脱酸反応であり、（３）式は予備脱酸で生じた介在物
の酸化物と主たる脱酸元素のＺｒとの脱酸反応である。本発明の鋼の製造方法は、主たる
元素による脱酸反応が（２）式のみならず（３）式の反応を起こすことで、（３）式によ
って得られる主たる脱酸元素の酸化物が予備脱酸元素の酸化物よりも微細化する過程を見
出したことに立脚する。
【００５０】
２．脱酸実験
　上記（３）式の反応を明らかにするために、脱酸剤添加直後の介在物の状態に着目した
脱酸実験を行い、介在物の分散状態について詳細な観察を行った結果について説明する。
【００５１】
２－１．実験条件
　具体的な実験条件について説明する。約１８７３Ｋの温度で予備脱酸状態を模擬したＡ
ｌ2Ｏ3が介在物として懸濁する溶鋼（以下「元の溶鋼」という。）に１ｍａｓｓ％のＺｒ
を含む鋼を添加した。添加後約３０秒保持をした後、Ｚｒを含む溶鋼と元の溶鋼との界面
が保存されるような状態で坩堝ままで水冷した。
【００５２】
　その界面近傍を含む断面を鏡面研磨して、元はＡｌ2Ｏ3系介在物だったと考えられるＺ
ｒＯ2系介在物を走査型電子顕微鏡で観察した。その結果、もともとＡｌ2Ｏ3固相の状態
で懸濁していた酸化物系介在物が、その周囲からＺｒと反応してＡｌとＺｒが置換する形
式で反応が進行していった状態が観察された。そこで、微小な介在物を立体的かつ明瞭に
観察するために、ブロム‐メタノール溶液で鉄母相表層部のみを少量溶解した。
【００５３】
２－２．実験結果
　図１は、Ａｌ2Ｏ3固相が懸濁した溶鋼とＺｒを含む溶鋼との界面近傍におけるＺｒＯ2

系介在物の形成を示す走査型電子顕微鏡による二次電子線像である。この溶解した面にあ
る介在物を走査型電子顕微鏡によって鋼の凝固組織とともに観察した結果、同図の左１／
３の部分に、数十μｍ程度の凝固組織を有するＦｅ－１ｍａｓｓ％Ｚｒ合金が認められ、
それよりも約１００μｍから１５０μｍ程度の帯状の範囲に数μｍ程度の白い粒子が分散
して観察される。その白い粒子が、元の溶鋼にＡｌ2Ｏ3として懸濁し、かつＺｒを含む溶
鋼と接触してＺｒＯ2に変化した介在物である。
【００５４】
　図２は、立体的な観察によってＺｒＯ2系介在物の微小割れを示す、走査型電子顕微鏡
による二次電子線像である。ＺｒＯ2介在物の一つを拡大した同図から理解されるように
、このＺｒＯ2系介在物には微細な割れが観察される。すなわち、この介在物は時間の経
過とともに割れが進展して微細化に至る途中段階であると考えられる。
【００５５】
　さらに、複数のこのようなＺｒＯ2系介在物について観察を続けたところ、その介在物
の内部には空隙が生じていること、また中心部には未反応のＡｌ2Ｏ3相が残存しているこ
とも認められる。
【００５６】
　このような観察結果は、従来の鏡面研磨した断面を観察する手法のみならず、微小な介
在物を立体的に観察する手法が奏功したものと思われる。そして、本発明者らは、このよ
うに観察された割れや空隙について、前記（３）式の反応が進行したことにより固相の密
度差から形成されたのがこの空隙であり、そしてこの密度差を解消するために応力によっ
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て発生したのがこの割れであると推察できる。
【００５７】
　この割れは、時間とともに進展していくので、この微細な割れが進行することによって
、主たる脱酸で生成したＺｒＯ2系介在物分散量（粒子数）が元のＡｌ2Ｏ3系介在物の分
散量の数倍ないし十数倍程度に増加し、かつその分散径（粒子径）は小さくなるという、
介在物の微細分散に極めて有効な知見を得るに至ったのである。
【００５８】
３．酸化物系介在物の要件
　次に、これらの知見に基づいた、主たる脱酸元素の添加以前に溶鋼に分散懸濁する酸化
物系介在物の要件について検討する。
【００５９】
　１８００Ｋ～２０００Ｋの製鋼温度域でＡｌまたはそれよりも脱酸力の弱い元素の酸化
物であってその比重が５０００ｋｇ／ｍ3未満の固相酸化物が介在物として懸濁している
ことが必要である。酸化物を構成する元素は，上述したＡｌおよびＡｌよりも脱酸力が弱
い元素であってＭｎを含んでそれよりも脱酸力が強い元素である必要がある。
【００６０】
　このような酸化物は、Ａｌ2Ｏ3、ＳｉＯ2およびＴｉ2Ｏ3に加えて、複合酸化物である
ＦｅＯ・Ａｌ2Ｏ3（Ｈｅｒｃｙｎｉｔｅ）、２Ａｌ2Ｏ3・２ＳｉＯ2（Ｍｕｌｌｉｔｅ）
、ＭｎＯ・Ａｌ2Ｏ3（Ｇａｌａｘｉｔｅ）、ＴｉＡｌ2Ｏ5等が挙げられる。ただし、複合
酸化物を呈して低融点になる組成Ｓｉｌｉｃａｔｅの多く、例えば２ＳｉＯ2・Ａｌ2Ｏ3

・ＣａＯ（Ａｎｏｒｔｈｉｔｅ）等は不適である。
【００６１】
　介在物が固相であることが必要である理由は、懸濁した酸化物から、Ｚｒ、Ｈｆ、Ｙお
よびＲＥＭの１種または２種以上から選ばれた主たる脱酸元素を添加して、その元素の酸
化物系介在物が生成するときに、結晶構造や比重の差によって生じる応力で微細に破砕が
生じる効果が得られるからである。
【００６２】
　これらの酸化物を還元する脱酸剤（主たる脱酸元素）は、Ａｌよりも脱酸力の強い元素
であって、かつ比重が５０００ｋｇ／ｍ3以上の酸化物を形成するものである必要がある
。このことから、この脱酸剤として用いる元素は、Ｚｒ、Ｈｆ、ＹおよびＲＥＭが適切で
ある。
【００６３】
　ここで、ＲＥＭとは原子番号で５７から７１までのＬａからＬｕを意味する。実用を念
頭に置けば、具体的にはＬａ、Ｃｅ、Ｎｄ、Ｐｒ、Ｓｍ等の元素が該当する。これらの元
素の酸化物は、比重が概ね６０００ｋｇ／ｍ3以上である。さらには、これらの元素の複
合脱酸の場合は、全てが知られているわけではないが、多くは固溶体や複合酸化物の固体
を呈することが知られているので、これらの複合酸化物も同様の原理で酸化物系介在物の
微細化効果を享受できると考えられる。
【００６４】
　さらに、本発明者らの調査の結果、これらの元素は溶存状態として溶鋼には残存させな
い、ひいては鋼材に残存させないことによって、炭素や窒素等その他の軽元素と親和力の
強い性質から生じる製造上の諸課題（耐火物との反応や浸漬ノズルの閉塞等）や鋼質への
影響を回避できることがわかった。
【００６５】
　これらの諸課題等を回避するための溶鋼中のこれらの元素の臨界的な濃度は、これらの
元素の全濃度ではなく、そこから介在物起因の濃度を差し引いた溶存濃度で表される。本
発明では、これらの元素を含有する酸化物系介在物の内在を前提としているのであるが、
これらの介在物濃度すなわち量は、溶鋼または鋼材に含まれる軽元素との相互作用の指標
とはならないからである。
【００６６】
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　介在物起因の濃度については、Ｚｒ、Ｈｆ、ＹおよびＲＥＭの酸化物量は酸不溶性濃度
で関連付けられるので、それらの元素の溶存濃度は全濃度から酸不溶性濃度を差し引いた
値を求め、これらの元素が質量割合で等価と仮定した合計で０．００３ｍａｓｓ％以下で
あればよいことがわかった。Ｚｒ、Ｈｆ、ＹおよびＲＥＭの溶存濃度は、０．００２ｍａ
ｓｓ％以下が望ましく、０．００１ｍａｓｓ％以下がさらに望ましい。一方、その濃度の
下限は、主たる脱酸元素の添加によって、より確実に脱酸生成物を生成せしめるために０
．０００１ｍａｓｓ％以上が望ましく、０．０００３ｍａｓｓ％以上がより望ましい。
【００６７】
４．さらに安定かつ確実に介在物の微細分散効果を享受できる条件（Ａｌ濃度）
　つぎに、本発明の技術の原理に基づいて、さらに安定かつ確実に介在物の微細分散効果
を享受できる状態について検討したところ、予備脱酸の段階で、溶存Ａｌ濃度と、懸濁す
る酸化物系介在物のＡｌ量に着目すればよいことがわかった。
【００６８】
４－１．溶存Ａｌ濃度
　溶存Ａｌ濃度は、それと関連付けられる簡便な指標である酸可溶性Ａｌ濃度［ｓｏｌ．
Ａｌ］が、［ｓｏｌ．Ａｌ］≦０．００３ｍａｓｓ％を満たすことである。［ｓｏｌ．Ａ
ｌ］が０．００３ｍａｓｓ％を超えて大きいと、それに引き続いてＺｒ等の脱酸元素を添
加してもＡｌ2Ｏ3系介在物が化学的により安定するためにＡｌ2Ｏ3の反応が不十分であり
、比重の大きい酸化物系介在物の生成が抑制されるためである。溶鋼中でＡｌ2Ｏ3と平衡
するＡｌの濃度［ｓｏｌ．Ａｌ］が、［ｓｏｌ．Ａｌ］≦０．００３ｍａｓｓ％を満たす
場合、脱酸反応式によって製鋼温度域で計算される溶鋼中の酸素分圧が１×１０-11ａｔ
ｍ以下を満たす。［ｓｏｌ．Ａｌ］≦０．００２ｍａｓｓ％であると、そのＡｌ2Ｏ3をよ
り確実にＺｒと反応させることができるため、望ましい。
【００６９】
４－２．酸不溶性Ａｌ濃度（酸化物系介在物の懸濁量）
　一方で、予備脱酸の段階における比重の小さい酸化物系介在物の懸濁も重要である。予
備脱酸の段階において、比重の小さい酸化物系介在物は、Ａｌ2Ｏ3を少なくとも複合する
形態をとることから、比重の小さい酸化物系介在物の量を制御すれば、本発明の効果を享
受することができる。
【００７０】
　この時の酸化物系介在物の懸濁量は、酸不溶性Ａｌ濃度［ｉｎｓｏｌ．Ａｌ］と関連付
けられ、［ｉｎｓｏｌ．Ａｌ］≧０．０００５ｍａｓｓ％を満足すれば、本発明の介在物
の微細分散の効果を享受することができる。［ｉｎｓｏｌ．Ａｌ］≧０．００１ｍａｓｓ
％であれば、より確実に介在物の微細分散の効果を享受することができるため、望ましい
。
【００７１】
５．全酸素濃度
　さらに、懸濁する酸化物系介在物量と予備脱酸の程度を表す工業的に利用できる指標と
して、全酸素濃度［Ｔ．Ｏ］がある。本発明者らの調査の結果、この全酸素濃度が［Ｔ．
Ｏ］≦０．０１ｍａｓｓ％を満足すれば、本発明の介在物の微細分散の効果を享受できる
ことがわかった。
【００７２】
　ここで、予備脱酸の段階では、全酸素濃度は介在物酸素濃度と溶存酸素濃度とを含むが
、その寄与割合は不可分である。介在物酸素は、酸不溶性Ａｌ濃度とともに説明したよう
に、一定量以上含まれる必要がある。化合物をＡｌ2Ｏ3と仮定すれば、本発明の微細分散
効果を享受するには、介在物酸素濃度は０．０００５ｍａｓｓ％以上とする必要があり、
０．００１ｍａｓｓ％以上が望ましい。
【００７３】
　一方、Ａｌ2Ｏ3以外の介在物酸素や溶存酸素については、少ない方が、主たる脱酸に用
いる元素の添加量を減じることができるばかりか、その反応によって生成する粗大な介在
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物の増大を回避できるため、望ましい。そこで、介在物酸素と溶存酸素が不可分であるこ
とを考慮して、本発明では、全酸素濃度を０．０１ｍａｓｓ％以下とする。全酸素濃度は
０．００８ｍａｓｓ％以下が望ましい。
【００７４】
６．予備脱酸元素としてＴｉを用いる場合の条件
　Ａｌと同様に、溶鋼にあって脱酸力を有し、かつ固相を呈する酸化物系介在物を形成す
る元素としてＴｉがある。Ｔｉは、Ａｌと比して脱酸力は弱いものの、本発明の原理に基
づく介在物の微細分散効果を発揮するのに適当な元素である。
【００７５】
　Ｔｉの好適な利用方法は、予備脱酸の段階でＴｉを添加してＴｉ酸化物を生成せしめる
とともに、溶鋼に残存するＴｉの濃度［Ｔｉ］を０．０２ｍａｓｓ％以下とする条件を満
足させることである。［Ｔｉ］が０．０２ｍａｓｓ％を超えると、Ｔｉ酸化物が安定とな
り、Ｚｒ、Ｈｆ、ＹおよびＲＥＭの1種または２種以上から選ばれた元素を添加しても、
これらの元素の脱酸生成物が安定に生成することが困難であり、本発明の原理に基づく介
在物の微細分散効果を得ることができない。［Ｔｉ］が０．００５ｍａｓｓ％≦［Ｔｉ］
≦０．０２ｍａｓｓ％を満たす場合、脱酸反応式によって製鋼温度域で計算される酸素分
圧が５×１０-13ａｔｍ以上１×１０-11ａｔｍ以下を満たす。
【００７６】
　さらにはＴｉの添加にＡｌを併用することが可能である。Ａｌを併用する場合には、酸
可溶性Ａｌ濃度［ｓｏｌ．Ａｌ］も０．００３ｍａｓｓ％以下とする必要がある。これは
、Ｔｉによる予備脱酸にＡｌを併用した場合においても、［ｓｏｌ．Ａｌ］が０．００３
ｍａｓｓ％を超えた場合には、Ａｌ2Ｏ3が安定となるためである。
【００７７】
７．溶鋼の化学成分の範囲および限定理由
　次に、本発明を実施するにあたって、対象となる溶鋼に含まれる元素について述べる。
本発明は、鉄を基本の構成溶媒としてなされたものであるが、鋼の製造を想定した場合に
は、種々の合金成分や不純物が含まれるので、その代表的な成分の好適濃度範囲を記述す
る。以下の各元素の濃度は、全て各元素を鉄の一部に換えて得られるものである。
【００７８】
７－１．Ｃ、ＳｉおよびＭｎ
　Ｃ：０．０００５～１．２ｍａｓｓ％
　Ｃは、鋼材にあっては強度と靱性を得るために有用な元素であり、鋼としての強度を得
るには０．０００５ｍａｓｓ％以上を含むことが好適である。一方、脱酸反応としては、
予備脱酸以後では大きな影響が少なく、１．２ｍａｓｓ％以下までは許容される。
【００７９】
　Ｓｉ：０．０１～０．６ｍａｓｓ％
　Ｓｉは、鋼材にあっては強度や焼き入れ性を得るために有用な元素である。Ｓｉは、脱
酸反応に関しては、脱酸元素として予備脱酸の過程では一定の影響がある。予備脱酸前の
Ｓｉ濃度は、０．３ｍａｓｓ％以下とし、０．２ｍａｓｓ％以下が望ましい。さらにＳｉ
は、予備脱酸元素として有用であり、その効果を発揮するには少なくとも０．０１ｍａｓ
ｓ％を含有することが好適である。
【００８０】
　Ｓｉの影響は、Ｚｒ、Ｈｆ、ＹおよびＲＥＭの1種または２種以上から選ばれた元素を
添加する脱酸以降では小さくなるため、その後はより広い範囲での添加調整が可能となる
。
【００８１】
　以上のことから、鋼の製造を想定した鋳造段階では、Ｓｉ濃度は０．０１ｍａｓｓ％以
上０．６ｍａｓｓ％以下が許容される。
【００８２】
　Ｍｎ：０．１～３ｍａｓｓ％
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　Ｍｎは、鋼材にあっては強度向上や組織制御に有用な元素である。Ｍｎは、それ自体は
酸素との親和力は大きくないが、脱酸生成物が複合酸化物を呈することで脱酸剤として機
能する。その脱酸反応に関しては、予備脱酸の過程では、特にＳｉと共存した場合に脱酸
元素として一定の影響を及ぼす。予備脱酸前におけるＭｎ濃度は、Ｓｉ濃度が０．３ｍａ
ｓｓ％以下の場合には２．０ｍａｓｓ％以下、Ｓｉ濃度が０．２ｍａｓｓ％以下の場合に
は３．０ｍａｓｓ％以下まで許容される。予備脱酸での効果を得るには、Ｍｎは０．１ｍ
ａｓｓ％以上を含むことが必要である。
【００８３】
　介在物の微細分散を実現するため、すなわち予備脱酸の段階で固相介在物を確実に生成
させるには、予備脱酸の段階でのＭｎ濃度は低いことが好ましい。そのため、Ｚｒ、Ｈｆ
、ＹおよびＲＥＭの1種または２種以上から選ばれた元素を添加する脱酸以降で、Ｍｎ自
体が酸素との親和力が大きくないことを利用して、さらにＭｎを含む合金鉄を添加してＭ
ｎ濃度を調整する方法もある。
【００８４】
７－２．その他の元素
　脱酸に影響する元素の濃度について、その許容範囲は、Ｃｒ：０．０５～２５ｍａｓｓ
％、Ｎｂ：０．００１～０．２ｍａｓｓ％、Ｖ：０．００１～０．２ｍａｓｓ％、Ｂ：０
．０００１～０．２ｍａｓｓ％である。
　さらに本発明の鋼の製造方法は、鉄の一部に換えて、脱酸に大きな影響を及ぼさない以
下の元素を含んだ状態で実施することが可能である。各元素の濃度範囲は、Ｐ：０．００
１～０．２ｍａｓｓ％、Ｓ：０．０００１～０．６ｍａｓｓ％、Ｃｕ：０．０１～２ｍａ
ｓｓ％、Ｎｉ：０．０１～２ｍａｓｓ％、Ｍｏ：０．０１～２ｍａｓｓ％である。これら
の元素は、主たる脱酸元素による脱酸生成物系介在物が安定な化合物であることを応用し
て、必要に応じて主たる脱酸元素添加後に添加調整することが可能である。
【００８５】
　本発明の実施にあっては、製鋼反応、特に脱酸反応を実施できる製鋼プロセスおよび製
鋼炉であれば、プロセスおよび装置については特に限定はない。また、主たる脱酸反応の
後に、溶鋼を凝固させて鋳片を得るプロセスについても特に限定はない。これは、本発明
の対象である溶鋼中介在物は、粒径で数μｍのオーダーまたはその１／１０～１／１００
程度の大きさであり、プロセスや装置の大きさに関わらずその分散を実現できると考えら
れるからである。
【実施例】
【００８６】
　本発明の鋼の製造方法の効果を確認するため、以下に示す実験を行い、その結果を評価
した。
【００８７】
１．試験条件
　試験炉として減圧および不活性ガス雰囲気で約１５０ｋｇの溶鋼の保持および鋳型への
鋳造が可能な高周波誘導炉を用い、配合原料として電解鉄およびＡｌ濃度が低い工業用純
鉄を用いた。
【００８８】
　高周波誘導炉に配合原料を装入し、１８７３Ｋ±２０Ｋを目安に溶解を行い、あらかじ
め脱酸を行わない状態で炭素濃度のみを調整し、ＳｉおよびＭｎを必要に応じて添加・調
整した。その後、予備脱酸として予備脱酸元素を添加し、予備脱酸後の溶鋼から鉄製容器
によって試料を汲み上げて採取した。さらに、主たる脱酸として、Ｚｒ、Ｈｆ、Ｙおよび
ＲＥＭの1種または２種以上から選ばれた元素を添加した。これらの元素を添加してから
所定時間攪拌した後、予備脱酸時と同様に鉄製容器によって試料を汲み上げて採取した。
【００８９】
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【表１】

【００９０】
　予備脱酸元素として、実験番号１～６および１０～１４は金属Ａｌを添加し、実験番号
７～９および１４は金属Ａｌと金属Ｔｉとを添加した。また、主たる脱酸元素として、実
験番号１、２、７、８および１０～１４はＺｒを、実験番号３はＨｆを、実験番号４はＹ
を、実験番号５はミッシュメタルを、実験番号６、９および１４はＺｒとミッシュメタル
を、それぞれ添加した。ミッシュメタルは、ＲＥＭとしてＬａ、ＣｅおよびＮｄを含有す
るものとした。実験番号１～９は本発明例であり、実験番号１０～１４は同様の操作を比
較例として実施したものである。比較例では、表１において下線を付した溶鋼組成によっ
て本発明の規定を満足しなかった。
【００９１】
　採取したボンブ試料は、所定の化学分析に供するとともに、試料底部の断面をダイヤモ
ンドペーストでバフ研磨して鏡面仕上げを行った。さらにこの試料の研磨面を、５ｖ／ｖ
％臭素‐メタノール溶液にて短時間溶解して、試料中に含有される介在物のみを残存せし
める程度に露出させた状態とした。
【００９２】
　この断面にある酸化物系介在物粒子を観察できるように走査型電子顕微鏡で画像を撮影
して、この画像から介在物粒子を描出して画像処理装置によって粒子数を定量（測定）し
た。この方法で測定される粒子の大きさは０．３μｍ以上である。
【００９３】
　予備脱酸後および主たる脱酸後の溶鋼の主要組成を前記表１に脱酸条件とともに示す。
また、予備脱酸後および主たる脱酸後に測定された介在物個数および平均粒子径を表２に
示す。介在物個数は、１ｍｍ2あたりの密度に換算した値として表し、平均粒子径は円相
当径として算術相加平均で表した。
【００９４】
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【表２】

【００９５】
　表２に示すように、実験番号１では、主たる脱酸後の介在物個数（分散量）は、本実験
条件および本測定条件で、予備脱酸後（主たる脱酸前）の１０倍以上の２０００個／ｍｍ
２を超えており、その一方で平均粒径は予備脱酸後の１／２以下の値であり、本発明の介
在物の微細分散効果が明瞭に認められる。
【００９６】
　実験番号２～６の結果からもわかるように、同様の効果は主たる脱酸における添加元素
がＨｆ、ＹおよびＲＥＭでも得られたことがわかる。このうち特に予備脱酸後の［ｓｏｌ
．Ａｌ］が０．００１ｍａｓｓ％以下の実験番号２および実験番号６、ならびに主たる脱
酸に用いた脱酸元素の溶存濃度の合計が０．００２ｍａｓｓ％以下の実験番号２、実験番
号３および実験番号６においては、主たる脱酸後の介在物個数は予備脱酸後の１５倍以上
になっている。
【００９７】
　さらには実験番号７～実験番号９では、主たる脱酸後の介在物個数は約７０００個／ｍ
ｍ２から３４０００個／ｍｍ２にもおよび、予備脱酸後の４０倍以上の分散量が得られた
。また、平均粒径は予備脱酸後の１／３以下または１／４以下の値であった。実験番号７
～実験番号９では、予備脱酸時にＴｉおよびＡｌを添加し、かつ主たる脱酸をＺｒまたは
ＺｒおよびＲＥＭを用いて行った。
【００９８】
　一方、比較例である実験番号１０～１４では、主たる脱酸後の介在物個数は予備脱酸後
の約１．５～７倍に留まり、平均粒径は予備脱酸後の５６～８８％の値であり、効果的な
介在物の微細化効果が得られなかったことがわかる。
【００９９】
　実験番号１０は、主たる脱酸の段階でのＺｒの添加量が多く、Ｚｒが高い溶存濃度で残
留したことから、効果的な介在物の微細化効果が得られなかった例である。
【０１００】
　実験番号１１は、予備脱酸後の酸可溶性Ａｌ（ｓｏｌ．Ａｌ）濃度が高く、結果として
主たる脱酸で効果的なＺｒ酸化物の分散が得られなかった例である。
【０１０１】
　実験番号１２は、予備脱酸後の酸不溶性Ａｌ（ｉｎｓｏｌ．Ａｌ）濃度が低く、結果と
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して主たる脱酸で効果的なＺｒ酸化物の分散が得られなかった例である。
【０１０２】
　実験番号１３は、予備脱酸後の全酸素（Ｔ．Ｏ）濃度が高く、結果として主たる脱酸で
効果的なＺｒ酸化物の分散が得られなかった例である。
【０１０３】
　実験番号１４は、予備脱酸後のＴｉ濃度が高く、結果として主たる脱酸で効果的なＺｒ
酸化物およびＲＥＭ酸化物の分散が得られなかった例である。
【産業上の利用可能性】
【０１０４】
　本発明の鋼の製造方法によれば、粗大介在物の生成回避とそのために生じる様々な製造
上の諸問題や鋼質への悪影響を増大することなく、鋼中に微細介在物を分散させる方法を
提示することができる。そのため、溶鋼の脱酸操作によって生成した酸化物系介在物を、
微細化し、溶鋼中に分散させることができ、その状態を受け継いだ鋼材を得ることができ
るため、鋼の合金成分の制御や組織制御だけでは得られない新たな性能を鋼材に発現させ
ることができる。

【図１】
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